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ハイテク中小企業群における R&D 性向と 

イノベーションに関する調査研究 

 

 
○鈴木勝博（東京工業大学） 

 

 
国内の基盤技術を担うトップクラスのハイテク中小企業群に対し、オスロ・マニュアルに準拠したアン

ケートをおこない、イノベーションの創出状況について俯瞰する。市場をリードするプロダクト・イノ

ベーションの創出のためには、「単独出願」・「共同出願」がともに有意に寄与するが、相対的には前者

の寄与が重要である一方、他社の新製品に対するキャッチアップ行動も、技術やナレッジの吸収能力を

高め、本義のプロダクト・イノベーションの創出率を高める効果があることが示唆される。 

 

 

1. はじめに 
 
「ガラパゴス化」というキーワードが人口に膾

炙した 2010 年以降、はや 5 年目が経過しようと

している現在、民間大手メーカ等における新マー

ケットへの参入の試みや、イノベーション創出へ

の取り組み事例を目にする機会は増加している。

また、「デザイン思考」や「リーン・スタートア

ップ」といった、イノベーション創出のための具

体的な手法の出現を背景に、2014 年度は、公的

な起業支援プログラムやベンチャー支援プログ

ラムの数が増加しており、国を挙げてのイノベー

ション創出への取り組みが加速しつつあるとい

えよう。 
 このような背景のもと、本稿では、中小製造企

業におけるイノベーション創出への取り組みを

テーマとする調査結果について報告する。中小企

業においては、イノベーション創出へ向けた種々

の企業活動において、リソース不足に起因する不

利な側面がある一方で、コンパクトな組織に起因

する意思決定の速さや機動性といった長所も存

在する。イノベーティブな技術系中小企業群の代

表格として、戦略的基盤技術高度化支援事業（経

済産業省, [1]）に採択された企業を対象に、社内

Ｒ＆Ｄ，他社との共同でのＲ＆Ｄ、プロセス・イ

ノベーション等が、市場をリードするプロダク

ト・イノベーションにどのように寄与しているの

か、その効果の検証を試みる。 
 
2. 調査の目的と概要 

 
大企業・中小企業に限らず、一般に、個々の企

業における競争優位の源泉のひとつは、他社が簡

単には模倣できない内部資産にある。製造業にた

ずさわる技術系の中小企業においては、独自の技

術やノウハウを蓄積し、これを磨き続けるための

一社単独での R&D は、イノベーションを創出し、

自らの付加価値を保ち続けるうえでも、非常に重

要であろうと推察される。しかしながら、一方、

リソースの限られた中小企業においては、他企業

や大学との連携によって、自社に足りない技術や

ナレッジを補う戦略もきわめて合理的だと考え

られる。グローバル化が進展し、事業環境の変化、

ならびに、技術の陳腐化の速度が速くなってきて

いる現在、外部連携の重要性も高まってきている

ことが推察される。本稿では、単独出願特許や共

同出願特許を参考に、ハイテク中小企業のＲ＆Ｄ

への取り組みについて俯瞰し、また、イノベーシ

ョン創出への効果を探ることがひとつの目的で

ある。 
さて、わが国の中小企業において、外部連携を

含めた種々の研究開発活動がどのように有効に 
その成果に結びついているのか、実証を試みた調

査研究はいくつか存在するが、アウトプットとし

て「特許」に着目しているものが多いように思わ

れる ([2], [3])。中小企業においては、知財化への

インセンティブが高くない企業も一定比率存在

することから、本稿では、発明や新技術にもとづ

く製品やサービスの市場化の状況に着目する。

OECD のオスロ・マニュアル ([4])を参考に、直

接的なアンケート設問によって、各種のイノベー

ションの創出状況を探り、これを分析に利用する

方針としたi。 
 本調査では、国内のハイテク中小製造企業の他

代表格として、戦略的基盤技術高度化支援事業へ

の採択企業を対象とした。日本を代表する優れた
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ものづくり中小企業群における R&D 活動の有効

性の検証は、今後、このような高みを目指す他の

中小企業者等に対して、有益な情報を与えるであ

ろう事が推察される。具体的には、2006 年から

2012 年にかけて、本事業に採択された企業の情

報を、ウェブ上での公開情報にもとづいて収集し、

アンケートを実施した。アンケートの実施時期は、

2012 年 11 月から 12 月で、調査対象企業数は 約
900 社であり、そのうち、416 社より回答を得て

いる。 
 
3. 分析の概要 
 
3.1. モデルの概要 
 
 今回の分析においては、本義のイノベーショ

ンとして、「市場をリードするプロダクト・イノ

ベーションの創出」(Innov_Prod) を、被説明変

数とした。前述のように、今回の調査対象は、日

本を代表するようなすぐれた技術系の中小企業

であるため、過去 4 年間での「市場をリードする

プロダクト・イノベーション」の創出率は高く、

約 44%に達している（表 1）。 
 

 

 
 
一方、説明変数としては、まず、基本的な企業

属性として、「従業員数」 (Empl),「コア技術」

(Core_Tech)1, ならびに，「研究開発費の比率（対

                                                  
1 本アンケート票の設問では、平成 24 年版の「特

定ものづくり基盤技術」22 種を用いたが、本分析

売上比率）」(R&D ratio) に着目した。 また、当

該企業における R&D 活動の状況を示す変数とし

て、「企業単独出願の有無」(Pat_Sgl), ならびに、

「外部機関との共同出願の有無」(Pat_Jnt) を用

いた。 
また、あわせて、本義のプロダクト・イノベー

ションの創出を支える企業内活動として、三種類

のプロセス・イノベーション（生産／物流／業務

支援）にも着目した2。 
 なお、本稿では、「キャッチアップ型の（自社

にとっての）プロダクト・イノベーションの創出」

（Innov_Prod2） も、適宜、説明変数に加える方

針とした。他社の画期的な製品に対するキャッチ

アップ能力の高い企業は、技術やナレッジの吸収

能力に優れ、みずから本義のプロダクト・イノベ

ーションを生み出す可能性が高くなるものと考

えられるからである。なお、回帰モデルとしては、

(i)  ロバストな線形回帰、(ii) プロビット回帰、

の双方を用いた。 
 
3.2. 分析結果の概要 
 
 表 3 に、線形回帰モデルでの分析結果を示す。 
主要な説明変数として、「従業員数」、「単独出願」、

「プロセス・イノベーション（3 種）」、「技術ダミ

ー」を用い、適宜、「研究開発費の比率」、「キャ

ッチアップ型プロダクト・イノベーション」を用

いた。 
 いずれのモデルにおいても、「単独出願」が 1%
水準で、また、「共同出願」が 5%水準でそれぞれ

寄与しており、その係数は正となっている。「特

許出願」は、「市場をリードするプロダクト・イ

ノベーション」の創出のために、正の寄与を行っ

ていることが確認できたことになる。また、いず

れのモデルにおいても、「単独出願」の係数は「共

同出願」のそれの二倍以上の大きさとなっており、

前者のほうが後者よりも大きく寄与することが

示唆される結果となっている。 
 プロセス・イノベーションに関しては、いずれ

のモデルにおいても、「製造や生産の方法」に関

するプロセス・イノベーション１ (Innov_Proc1) 
が 1%水準で有意となっている。今回のモデルで

は、製造方法や生産方法を磨いている企業群のほ

うが、本義のプロダクト・イノベーションを起こ

しやすいことが示唆される結果となっている。 
                                                                                
では、これをグルーピングして 7 種にまとめた。 
2 具体的には、2009 年以降における、(1) 「生産技術・

製造技術の新規導入／大きな改良」 (Innov_Proc1)、(2) 
「物流・配送方法の新規導入／大きな改良」(Innov_Proc2)、
(3) 「業務支援に関する新しい方法の導入／大きな改良」

(Innov_Proc3) それぞれに関するものである。 

表 1:  プロダクト・イノベーションの創出状況 

 Obs Mean Std. Dev. Min Max 
市場をリードするプ

ロダクト・イノベーシ

ョン (Innov_Prod1) 
418 0.4378 0.4967 0 1 

キャッチアップ型の

プロダクト・イノベー

ション(Innov_Prod2) 
418 0.2990 0.4584 0 1 

表 2:  企業属性に関する基本統計 

 Obs Mean Std. Dev. Min Max 

従業員数 (Empl) 415 85.6843 117.2290 1 864 
単 独 出 願 の 有 無 
(Pat_Sgl) 418 0.3493 0.4773 0 1 

共 同 出 願 の 有 無 

(Pat_Jnt) 418 0.3349 0.4725 0 1 

研究開発費の比率 
(R&D ratio) 365 0.1418 0.5265 0 9.09 



― 847―

  
「研究開発費の比率」に関しては、これを用い

たモデル 3, 4 のいずれにおいても、5%水準で有

意となった。ただし、係数の絶対値は非常に小さ

く、自社売り上げと同等な規模のＲ＆Ｄ費をつぎ

こんでも、たかだか 1%程度の影響しか与えてい

ない。 
一方、「キャッチアップ型のプロダクト・イノ

ベーション (Innvo_Prod2)」の係数は、「共同出

願」と同等な大きさの係数となっている。モデル

2 では 5%水準で有意であり、モデル 4 では 10%
水準（P 値: 7.5%）だが、当初の予想の通り、他

社製品へのキャッチアップを通じた「吸収能力」

の高さが、本義のプロダクト・イノベーションの

創出へある程度寄与することが、示唆されるよう

な結果となっている。 
 なお、紙面の関係で割愛したが、上記のような

傾向は、プロビット分析でもあらわれている。本

分析はまだプレリミナリーな段階であり、モデル

にもいくつか改良の余地が存在する。たとえば、

研究開発費の比率をダイレクトにプロダクト・イ

ノベーションに結びつけるよりは、出願を中間変

数と捉えるモデルのほうが適切かもしれない。ま

た、Ｒ＆Ｄからイノベーションにいたるタイムラ

グ効果も、取り入れられていない。改良点を含め、

発表時に改めて報告を行う予定である。 
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i プロダクト・イノベーションについては 2 種類の設問を設けたが、そのひとつは「市場をリードする（本義の）プロダ

クト・イノベーション」に関するものであり、もうひとつは、先行他社にキャッチアップするための「自社にとってのプ

ロダクト・イノベーション」に関するものである。具体的には、前者に関しては、『2009 年以降、競合他社に先駆けた、

画期的な新製品・新サービス(または、大きく改善された新製品や新サービス)を販売されましたか？』という設問とした。

また、後者は『競合他社はすでに取り扱っていたが、自社にとっては画期的な新製品や新サービス、(または、大きく改

善された新製品や新サービス) を販売されましたか?』という内容である。 
一方、プロセス・イノベーションについては三種類の設問を設けた。そのひとつは、『製造方法や生産方法』について、

「新しい方法」や「大きく改良された方法」の導入の有無を問う内容である。同様に、『物流や配送の方法』、あるいは、

『業務支援』（「購買／調達」・「会計」・「人事管理」）に関しても、新たな方法や大きく改良された方法が導入されたかを

問うた。 




